再生資源活用審査制度Ｑ＆Ａ集（個別事例）
Ｑ１：産業廃棄物の処理委託を受けた混合物から、廃プラスチック類を選別し、再生材として販売している。届出の対象か。
Ｑ２：当社は使用済みのバッテリーを販売している。届出の対象か。
Ｑ３：産業廃棄物である廃プラスチック類、木くず、紙くず、繊維くずを原料としてＲＰＦを製造し、販売している。届出の対象か。
Ｑ４：不要となったプリント基板を販売している。プリント基板は廃プラスチック類と金属くずの混合物である。廃プラスチック類と金属くずは安定型産業廃棄物であることから、届出の対象外か。
Ｑ５：肥料取締法に規定する普通肥料は届出の対象外とのことだが、肥料取締法に規定する特殊肥料については届出の対象か。
Ｑ６：建設現場で移動式造粒固化機により建設汚泥を再生し、これを販売する場合、建設現場ごとに届出が必要か。
Ｑ７：愛知県再生利用指針【１】１（１）イ②において、再生品等の土壌環境基準等への適合の確認を要しない場合として、「再生品等が、引渡しの後、排水処理の用途に利用されるものである場合であって、引き続き環境法令に従い適正に処理される場合」とあるが、これには、ばい煙処理の用途に利用される場合も含まれるのか。
【Ｑ１】

　産業廃棄物の処理委託を受けた混合物から、廃プラスチック類を選別し、再生材として販売している。届出の対象か。

【Ａ１】

　廃プラスチック類は安定型産業廃棄物に該当しますので、届出の対象外です。

【Ｑ２】
当社は使用済みのバッテリーを販売している。届出の対象か。
【Ａ２】
○　販売先においてバッテリーをそのままバッテリーとして使用する場合

再生資源の再使用に該当しますので、届出の対象外です。（要綱第４）

　○　その他の場合には、届出の対象となります。
また、販売先がバッテリーから有用金属を回収し再生する場合は、再生利用指針[１]１（１）イ②により、土壌環境基準等への適合の確認についての分析結果を添付していただく必要はありません。

なお、バッテリーは腐食性廃酸を含むことから、販売先においてその適切な処理を行う必要がありますので、販売先の全てを届出に記入してください。

【Ｑ３】

　産業廃棄物である廃プラスチック類、木くず、紙くず、繊維くずを原料としてＲＰＦを製造し、販売している。届出の対象か。

【Ａ３】

　産業廃棄物である木くずは安定型産業廃棄物に該当しませんので、届出の対象となります。
【Ｑ４】

　不要となったプリント基板を販売している。プリント基板は廃プラスチック類と金属くずの混合物である。廃プラスチック類と金属くずは安定型産業廃棄物であることから、届出の対象外か。

【Ａ４】

　当該プリント基板に鉛を含むはんだが使用されている場合は、安定型産業廃棄物に該当しませんので、届出の対象となります。なお、販売先がプリント基板から有用金属を回収し再生する場合は、再生利用指針[１]１（１）イ②により、土壌環境基準等への適合の確認についての分析結果を添付していただく必要はありません。

また、鉛を含まない場合については、届出の対象外です。

【Ｑ５】

　肥料取締法に規定する普通肥料は届出の対象外とのことだが、肥料取締法に規定する特殊肥料については届出の対象か。
【Ａ５】

　特殊肥料については、届出の対象です。

【Ｑ６】

建設現場で移動式造粒固化機により建設汚泥を再生し、これを販売する場合、建設現場ごとに届出が必要か。

【Ａ６】

　最初の届出のみで結構です。様式１－２記載方法は下表を参考にしてください。

	項目
	記入方法

	事業場
	「各建設現場」と記入してください。

	保管場所の所在地
	各建設現場で保管を行う場合は「各建設現場」と記入し、特定の保管施設において保管をする場合はその保管施設の所在地を記入してください。

	保管施設の概要
	各建設現場で保管を行う場合は「各建設現場により保管施設は異なるが、環境保全対策を講じる。」と記入し、特定の保管施設において保管をする場合はその保管施設の概要を記入してください。

　なお、各建設現場で保管を行う場合は、保管施設の平面図及び立面図の添付は不要です。

	保管施設の容量
	各建設現場で保管を行う場合は「各建設現場により保管容量は異なるが、14日間を超えない容量とする。」と記入し、特定の保管施設において保管をする場合はその保管施設の容量を記入してください。


【Ｑ７】

愛知県再生利用指針【１】１（１）イ②において、再生品等の土壌環境基準等への適合の確認を要しない場合として、「再生品等が、引渡しの後、排水処理の用途に利用されるものである場合であって、引き続き環境法令に従い適正に処理される場合」とあるが、これには、ばい煙処理の用途に利用される場合も含まれるのか。

【Ａ７】

　再生品等が、引き渡しの後、ばい煙処理の吸着剤等の用途に利用されるものである場合であって、利用後にばい煙処理施設から回収され、廃棄物処理法に従い適正に処理される場合は、環境保全上の支障の防止が十分に図られていると考えられるため、土壌環境基準等への適合の確認を要しません。
御覧になりたい質問項目にカーソルを合わせて、左クリックしてください。


（左クリックしてもリンク先に移動しない場合、「Ctrl」キーを押しながら左クリックしてください。）











